
 西武鉄道 に対する業務監査の実施結果 

項  目 主 な 取 組 み 状 況 等 所    見 所見に対する回答 

１．地震などの大規模災害

時における旅客の避難

誘導・帰宅困難者対応 

   

   

   

（１）地震などの大規模災

害 時 に お け る 対 応 体

制 

・西武鉄道株式会社（以下「西武

鉄道」という。）においては、

地震による災害及び暴風雨・降

雪等による災害に起因する被害

の拡大防止を図り、利用者等の

安全を確保し、被害を早期に復

旧して会社業務を再開すること

により、企業としての社会的責

任を果たすことを目的として、

その対策を「災害対策規程」と

して定めているところである。

また、運輸部においては、その

具体的な運用を行うための細則

として「運輸部災害対策内規」

を定めており、これらの規程に

基づき、駅等においては、以下

の事項を定めた「災害予防対策

計画」を作成し、毎年、教育・

訓練を実施し、係員に対し周知

徹底しているところである。 

  

  

  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

  ・係員の非常召集  

  ・旅客に対する避難誘導  

  ・旅客に対する運行状況の案内  

  ・旅客に対する救急処置  

  ・運行状況の監視と運転司令長

への報告方 

 

   

  ・風水害時における風速、積雪  



 

 

 

(２) 東北地方太平洋沖地

震 の 発 生 時 に お け る

対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

量、冠水箇所等の記録 

・その他防災上必要な事項 

 

・平成２３年３月１１日１４時４

６分に東北地方太平洋沖地震が

発生したが、その際、西武鉄道

においては、災害対策規程に基

づき、社長をヘッドとする災害

対策本部を設置し、被害状況を

把握し復旧活動を指揮するとと

もに、利用者の安全確保等に務

めたところである。 

 

・具体的には、運行していた列車

については、運転司令より全て

停止を指示し、駅に停止した列

車からは乗客を避難誘導すると

ともに、駅間で停止した列車１

７本のうち１５本については、

１５時１３分までに最寄りの駅

まで運行し乗客を避難誘導し、

残りの２本については、停止し

た列車より１６時までに乗客を

避難誘導したところである。 

 

・鉄道施設の被害については、徒

歩巡回により確認したところ大

きな被害がなかったため、２１

時５５分に池袋線（池袋～飯

能）・豊島線・狭山線・新宿線・

拝島線・国分寺線・多摩湖線を

運転再開、２３時２０分に西武

有楽町線を除く全線で運転再

開、０時２０分に終夜運転を決

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）東北地方太平洋沖地

震 発 生 時 の 対 応 を 踏

まえた改善策 

 

定した。 

 

・運転再開時点における駅滞留者

数は西武鉄道の推計によると、

西武新宿駅２万７千人、池袋駅

９千人、高田馬場駅４百人、そ

の他の駅は数百人程度であり、

・西武新宿駅については、広域

避難場所への地図の掲示・放

送および案内による誘導等。

・池袋駅については、駅係員が

ホーム上で安全確保を図った

上で、改札内や車両内を利用

者に待合室として開放 

・その他の駅については、地方

自治体が指定した施設に利用

者を案内誘導等 

したところである。 

 

・運行情報については、西武鉄道

のホームページで提供していた

ところであるが、アクセスが集

中し繋がりにくくなり、十分な

情報提供ができなかったところ

であり、また、電話についても

同様に繋がりにくくなり、関係

者との連絡が十分とれなかった

といった課題が浮き彫りになっ

たところである。 

 

・西武鉄道においては、東北地方

太平洋沖地震発生時の対応を踏

まえ、社内ワーキンググループ

を立ち上げ、各課題を検証し、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・西武鉄道においては、東北地方

太平洋沖地震発生時の対応を踏

まえて、様々な改善策を講じる

こととしたことは評価されると

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下のとおり対策を講じること

とした。 

・地震などの大規模災害発生時、

駅においては、利用者の安全

を最優先に誘導することを確

認するとともに、各駅に非常

はしごを配備し、駅間停止の

列車からの避難誘導の円滑化

を図ることとした。 

・主要駅である西武新宿駅、池

袋駅、高田馬場駅については、

一時滞留スペースを確保する

とともに、合わせて、食料・

水・ブランケットを配備した。

・運行情報の提供については、

ホームページ用サーバを増強

しアクセスが集中した際にも

接続を確保するとともに、Ｔ

ｗｉｔｔｅｒによる運行情報

を新たに提供することとし

た。 

・関係者との連絡手段として、

警視庁とのホットラインの整

備、衛星携帯電話の増備など

により、連絡体制を確保する

こととした。 

・バスによる振替輸送について

は、その重要性を再認識し、

複数のバス会社と連携し、各

路線に輸送障害が発生した場

合にどのようなバスルートで

振替輸送を実施するか体系化

し、輸送障害が発生した際に

は即時に対応できる体制とし

ころである。 

 

・平成２４年９月１０日、内閣府

及び東京都が共催し、総務省、

国土交通省、首都圏の地方自治

体や放送・通信・輸送等関連事

業者が参加する「首都直下地震

帰宅困難者等対策協議会」にお

いて最終報告がとりまとめられ

たところである。この最終報告

においては、大規模災害時にお

ける帰宅困難者発生により生じ

る社会的混乱を防止するため、

・「大規模な集客施設及び駅等に

おける利用者保護ガイドライ

ン」（大規模な集客施設や駅等

の事業者が利用者保護を適切

に行うための参考となる手順

等を示したもの） 

・「駅前滞留者対策ガイドライ

ン」（駅周辺の事業者や学校等

からなる駅前滞留者対策協議

会を設置しようとする地方公

共団体において、地域の行動

ルールに基づき混乱を防止す

る共助の取組を円滑に実施す

る際の参考となる手順等の具

体的な内容を示したもの） 

などが策定され、盛り込まれた

ところである。 

 

・今後は、この最終報告を踏まえ、

帰宅困難者対策を進めるととも

に、例えば、大規模災害発生時

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「首都直下地震帰宅困難者等対策協

議会」の最終報告および各ガイドラ

インを踏まえ、鉄道事業者として帰



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．運賃等に関する事項 

（１）運賃・料金の誤表

示・誤収受等について 

 

 

 

た。 

・訓練については、大地震によ

り重大事故が発生するととも

に広範囲にわたって鉄道施設

に被害が及んだとき、利用者

の安全を第一として、いかに

迅速な復旧作業が図れるかを

課題として、昨年１１月、玉

川上水車両基地において、「総

合復旧訓練」を実施した。こ

の訓練では、施設の復旧のみ

ならず、消防署と連携した想

定負傷者の救助訓練、車内か

らの避難誘導訓練、駅から指

定避難場所への案内訓練も実

施した。 

・また、本年２月においては、

池袋駅、西武新宿駅において、

関係自治体と合同で帰宅困難

者対策訓練を実施した。この

訓練では、首都直下地震（震

度６弱以上）が発生し、鉄道

等の交通機関が運行停止した

想定で、利用者の一時待機ス

ペースでの保護、一時滞在施

設への誘導等を実施した。 

 

 

・西武鉄道においては、過去３年

間、駅係員用運賃早見表の誤表

記が１件、自動改札機の不具合

等によるＩＣカードの誤収受が

３件発生している。また、本年、

つり銭誤装填による過払いが１

における利用者への飲料水等の

提供や近隣の避難場所の掲示

等、鉄道事業者自ら取り組むこ

とが可能な事項については、積

極的・計画的に取り組むことが

必要である。さらに、駅前滞留

者対策協議会などが設置され、

鉄道事業者に対して参加するよ

う依頼があった場合には、積極

的に参加することが必要であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運賃収受の信頼性の確保は、鉄

道事業者の社会的信用を維持す

るために最も重要な課題である

ことから、引き続き、再発防止

に向けた取組みが求められる。

 

宅困難者対策や自ら取り組むことが

可能な事項については、積極的・計

画的に取り組みます。また、駅前滞

留者対策協議会などが設置され、鉄

道事業者に対して参加するよう依頼

があった場合には、積極的に参加い

たします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後とも鉄道事業者としての社会的

信用を維持すべく、再発防止策の徹

底を図ってまいります。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

件発生している。 

 

・誤表記については、平成２１年

４月に旅客からの申告による社

内調査の結果判明したが、池袋

線の９駅において、駅係員が窓

口精算の際に確認する運賃早見

表が誤っていたもので、平成２

０年６月から利用されていた事

が確認されている。本件を受け、

誤表記は運賃表作成時の確認不

足が原因であることから、各駅

に運賃表の作成ルールの厳格化

等の注意喚起をするとともに、

新たに管理台帳により運賃表の

作成を各駅のみならず本社にお

いて統括する等のマニュアル改

正による再発防止を講じ、以後

同様の事象は発生していないと

のことである。 

 

・ＩＣカードの誤収受については、

２件が自動改札機の不具合によ

るもの、１件が駅係員の取扱い

の誤りによるものであった。ま

た、駅務機器へのつり銭誤装填

による過払い１件についても駅

係員の取扱いの誤りであること

から、注意喚起を再徹底すると

ともに、駅係員の誤扱いを回避

するためのマニュアルの見直し

や事例を踏まえた社員教育を行

う等による再発防止策を講じて

いる。 

・なお、平成２２年の鉄道各社で

発生した一連の駅係員の駅務機

器の不正操作による不正乗車を

受け、西武鉄道においても社内

調査の結果、多数の不正が発覚

した。このような不祥事は公共

交通機関としての社会的信頼を

著しく失墜するものである。西

武鉄道では、社員に対するコン

プライアンスを徹底するととも

に、システム改修等の再発防止

策を講じており、一定の評価が

できるが、二度とこのような不

祥事が発生しないよう、引き続

き、ソフト・ハード両面からの

再発防止策を徹底されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・公共交通機関としての社会的信頼を

失うことの無いよう、本社と現場が

一体となり、引き続き再発防止策を

徹底してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（２）福祉割引について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）前回業務監査時（平

成１８年）のフォロー

アップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・西武鉄道では、身体障害者及び

知的障害者に対する運賃の割引

措置が導入されている。 

 

・精神障害者割引については、公

的助成措置の検討も含め、減収

負担のあり方の見直しが必要と

の見解である。 

 

 

 

 

・連絡運輸の拡大について、東京

メトロ副都心線開業（平成２０

年６月１４日）を受け、それま

での５社局（東京メトロ、ＪＲ

東日本、東武鉄道、東京都交通

局、秩父鉄道）から１０社局（東

京急行電鉄、ゆりかもめ、小田

急電鉄、京王電鉄、横浜高速鉄

道が追加）と拡大している。 

 

・また、西武鉄道においては、利

用者の利用実態を踏まえ、平行

する他社経路の利用が可能な特

殊連絡定期券（だぶるーと、Ｏ

ＮＥだぶる）を導入している。

 

 

 

 

 

 

 

・国土交通省では、福祉割引につ

いて、精神障害者の割引の導入

や単独乗車の場合の距離制限等

の条件の撤廃、障害者用のＩＣ

カード（定期を除く）の導入等

の要望が障害者団体等から寄せ

られていることから、これらの

要望を踏まえ、関東運輸局を通

じて西武鉄道に対しても理解と

協力を求めているところであ

り、検討するよう期待する。 

 

・利用者サービスの向上に向け積

極的に取り組まれており、評価

できる。 

 

 

 

 

 

 

 

・利便性の向上や、利用者の多様

なニーズを踏まえた企画乗車券

の設定に対して、積極的に取り

組まれており、とくに評価でき

る。 

 

・引き続き、選好される鉄道事業

者を目指し、多様な利用者ニー

ズに対応した柔軟な運賃等が設

定されることが期待される。 

 

 

・制度のあり方を含め、検討してまい

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後とも、お客さまの利用実態やニ

ーズをリサーチし、積極的に取り組

んでまいります。 

 

 



３．ＩＣカード障害発生時

における対応に関する

事項 

（１）情報連絡体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）不具合の早期発見の

ための対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）不具合発生時におけ

る応急対応体制 

① 駅 係 員 に よ る ス ム

ー ズ な 応 急 措 置 実

 

 

 

・西武鉄道においては、駅務機器

の不具合等が発生した際の、社

内、駅務機器のメーカー、他鉄

道事業者等への緊急連絡体制を

内容とした「駅務機器（ＰＡＳ

ＭＯ関係）異常時対応マニュア

ル」を整備し、営業時間内外を

問わず迅速な情報連絡が行える

よう、各駅等関係部署に常備し

ているところである。 

 

・西武鉄道においては、メーカー

による２４時間遠隔監視により

異常時の早期発見の体制を確立

しており、メーカーから日々の

オンコールの報告、月１回の保

守会議により機器の状態確認を

行っている。 

 

・また、駅務機器の接続の状況に

ついて不具合を生じさせないた

めの体制を構築すべく、駅務機

器の接続状況の確認について、

各管区長・所長を通じて社員へ

その手順等についての周知徹底

を図っているところである。 

 

 

 

・西武鉄道においては、本社営業

時間内外を問わず不具合発生時

 

 

 

・高度かつ広範囲にネットワーク

化されたＰＡＳＭＯシステムの

障害は、首都圏の鉄道輸送に大

きな影響を与える可能性がある

ため、その障害を未然に防止す

るための対策を講じることが必

要であり、また、仮に障害が発

生した場合においても速やかに

復旧することが重要である。さ

らに、平成２５年春に１０の交

通系ＩＣカードによる相互利用

サービスの実施が予定されてお

り、障害の発生が全国規模に及

ぶ可能性もあることから、今ま

で以上に、その対策に取り組む

ことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後も現状の取組みに満足すること

なく、常に最新・最善の体制を保て

るよう、新しいサービスの導入やシ

ステムの更新時には、試験内容を強

化し障害の未然防止に努めると共

に、障害発生時の復旧についても方

針・方法について見直し関係者に周

知・徹底してまいります。     

 また、社内システム、駅務機器の更

新時にも、障害の未然防止を考慮し

た機器を設備してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



施 の た め の 手 順 書

について 

 

 

 

 

  ②駅係員の応急措置

に 関 す る ス キ ル ア

ップ教育について 

 

 

 

 

  ③保守サービス会社

に よ る 応 急 措 置 実

施 の た め の 係 員 派

遣体制について 

 

 

 

４．ＩＣカードに係る情報

管理に関する事項 

（１）利用履歴等の個人情

報 の 保 護 に 関 す る 内

部 規 定 等 の 整 備 に つ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

における応急対応体制を構築し

ており、駅務機器等の不具合発

生時の連絡手順について定めて

おり、管区長・所長を通じて社

員への周知を行っている。 

 

・駅係員への応急対応に関するス

キルアップ教育として、各職場

から選出されたＩＣ推進者によ

り、職場毎に定期的に応急対応

等についての教育を実施してい

る。 

 

・保守サービス会社による応急（復

旧）措置実施については、保守

メーカー毎の連絡体制を構築し

ており、営業時間内外を問わず

不具合発生時における迅速な係

員派遣体制が構築されている。

 

 

 

・西武鉄道においては、平成１９

年３月からＩＣカードとして

「ＰＡＳＭＯ」を導入している。

 

・個人情報の規程については、「個

人情報保護規程」及び「個人情

報保護細則」により運用等が定

められている。平成２３年１１

月には、「個人情報運用ガイド

ライン」を作成して職員に周知

することにより、職員への情報

管理に対する理解をより高めて

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（２）個人情報を取り扱う

職 員 に 対 す る セ キ ュ

リティ対策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）情報管理体制及び情

報 漏 え い 防 止 の た め

の対策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いる。 

 

・ＩＣカードの照会等については、

システムを操作する上で職員各

自に配付している「社員認証カ

ード」が必要となるため、職員

以外の部外者は操作を行うこと

ができない対策となっている。

 

・また、照会等の操作を行ったと

きには、アクセスした記録がシ

ステム上に残るため、不審な操

作が見受けられた場合について

は記録を調べて確認することが

できるようになっている。 

 

・個人情報の取扱いについては、

規程及び細則により個人情報の

保管、消去、廃棄等の取扱いが

細かく定められている。 

 

・また、その運用においては、個

人情報の取扱いが適切であるか

を確認する目的から、部署単位

で自主的に、定期的（３ヶ月に

１度）な点検を実施するよう定

めており、不適切な運用が確認

された場合については、是正及

び予防処置を取ることとしてい

る。 

 

・また、別途、内部監査の一環と

して、個人情報保護状況につい

ての監査も実施しており、これ

 

 

・個人情報を取り扱うシステム操

作においては、厳重な管理の下

に対策が取られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後も引き続き、個人情報の適

切な取扱いについて、点検等の

確認を実施されることが望まれ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・個人情報を取り扱う職員には今後と

も定期的に教育を行い、引き続き厳

重な管理を徹底してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後とも、個人情報が適切に取扱わ

れているかを、各職場において自主

点検の実施および本社員による内部

監査等により確認し、情報漏えいの

防止に努めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

（４）情報漏洩発生時にお

け る 対 応 体 制 に つ い

て 

  ①スムーズな対応措

置 実 施 の た め の 内

部 規 程 等 の 整 備 に

ついて 

 

 

 

 

 

 

  ②情報管理に関する

研 修 等 の 実 施 に つ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ③保守サービス会社

らを実施することで、情報漏え

い防止の対策となっている。 

 

 

 

 

・顧客等の情報漏えい発生時の対

応については、「西武グループ

危機管理規程」に定められてい

る。このような情報漏えい発生

時においては、社内及び関係者

等への連絡及び初期対応等が定

められており、すぐに再発防止

対策の策定等が行われるような

体制となっている。 

 

・個人情報を取り扱う職員に対し

ては、年１回以上の教育が規程

により定められており、年間計

画を立てて実施されている。な

お、昨年度の教育実績にあって

は２回であった。 

 

・教育の方法は、各職場から選出

された「ＩＣ推進者」に対して

教育を実施し、その後、各職場

に戻ったＩＣ推進者が、各職場

の職員に対して教育を行うもの

である。欠席者についても、必

ず教育を実施して、その結果を

本社へ報告するような体制とな

っている。 

 

・システムに係る個人情報の漏え

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後も引き続き、情報管理に関

する研修等を実施されることが

望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後とも年間計画による他、必要に

応じ随時教育を行ってまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



と の 連 携 体 制 の 構

築について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）情報漏えい事案の発

生状況について 

 

 

 

 

５．その他のサービスに関

する事項 

（１）女性等に配慮した車

両（いわゆる「女性専

い等については、「駅務機器（Ｐ

ＡＳＭＯ関係）異常時対応マニ

ュアル」において「情報セキュ

リティ事故」として定められて

おり、そのマニュアルの中で各

駅務機器保守メーカーとの連絡

体制が構築されている。 

 

・データの取扱いを委託する場合

については、個人情報保護細則

において個人情報に関する安全

管理措置が遵守されるよう定期

的に確認することや、セキュリ

ティに関する事件、事故が発生

した場合の報告・連絡等につい

て定められており、委託会社と

の連携体制が構築されている。

 

・その他、職員の教育研修の場に

おいては、ＩＣカード会社によ

って情報セキュリティの研修が

実施される等、関係会社との連

携体制が構築されている。 

 

・現在まで、ＩＣカードに係る情

報漏えい事案の発生が無いこと

から、今後も引き続き、積極的

な取組みを実施されることが期

待される。 

 

 

 

・平成１７年から大手鉄道各社と

歩調を合わせるかたちで、女性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後も引き続き、積極的な取組

みを実施されることが期待され

る。 

 

 

 

 

 

・女性専用車両の導入にあっては、

利用者の協力が必要不可欠であ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後ともＩＣカードに係る情報漏え

いを防止すべく、積極的に取り組ん

でまいります。 

 

 

 

 

 

・今後ともお客さまにご理解、ご協力

をいただけるよう周知を図ってまい



 

用車両」）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ハンドル型電動車い

すに係る対応状況 

専用車両の試験的導入が始まり

現在に至っている。 

 

・導入の際、職員の対応について

は、文書及びマニュアル等によ

り周知を図り、利用者へは事前

にプレス等を行うとともに、車

内ステッカーや車内放送等を用

いて周知・協力を呼びかけてい

る。これらの対応により今まで

大きなトラブル等は発生してい

ない。 

 

・ハンドル型電動車いすの通勤型

車両への乗車については、利用

者属性を問うことなく可能とな

っている。 

 

ることから、今後も引き続き、

利用者から協力が得られるよう

周知を図り、取り組む必要があ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・この点については、相対的に評

価できる。また、特急型車両へ

の乗車については、利用者に配

慮し、可能な限り拡大に努める

ことが求められる。 

 

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特急型車両へのご乗車については、

利用拡大を含め今後の課題とし、検

討してまいります。 


